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研究成果の概要：貧困削減を目的とする開発援助プロジェクト支援に対する社会調査のニーズ

が高まっている。援助プラン策定の基盤となる情報の収集分析のための社会調査と、事後評価

に役立つ情報の収集分析のための社会調査に大きな貢献の可能性がある。実務者に対する社会

調査の教育訓練も必要である。急速に発展する途上国社会の分析に適した社会調査法の開発が

急務である。社会学における社会変動論と制度化論が理論的基盤として有効である。 
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 直接経費 間接経費 合 計 

２００６年度 5,600,000 1,680,000 7,280,000 

２００７年度 4,200,000 1,260,000 5,460,000 

２００８年度 4,600,000 1,380,000 5,980,000 

年度  

  年度  

総 計 14,400,000 4,320,000 18,720,000 
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１．研究開始当初の背景 
 西側工業先進国による途上国に対する開
発援助は長らく「戦略的援助」であり、仮に
開発援助が非民主的政権を存続させ、支配層
による政治的腐敗や国民の間の所得格差を
増大させても、援助側にとって政策上、ある
いは政治的に効果があれば、多くの場合、問
題とはならなかった。しかし、1990 年に入り
東西冷戦の終結とともに戦略的援助の色彩
が弱まり、対象とされる人々の生活向上が主
な目標となり、人間の安全保障や貧困削減が
援助の直接的な目的とされるようになった。 
 そうなると開発援助政策やそれを実現す

る具体的な開発プロジェクトが、対象とされ
る人々のために役に立っているかどうかが
問題となり、実証的な社会調査のニーズが高
まった。 
 国際協力事業団（現在の国際協力機構。以
下、JICA）では 1990 年代後半から積極的に
社会調査を業務に取り入れる試みを行なっ
て来た。しかし、開発援助プロジェクト業務
を担当するスタッフは社会調査の訓練を受
けておらず、調査の質は必ずしも高いもので
はなかった。 
 日本における社会調査の水準は世界的に
見てかなり高い。しかし、その実務は日本社
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会内部対象に限定されており海外調査に関
するノウハウはほとんど持っていない。そこ
で海外開発援助プロジェクトの支援に適し
た社会調査法の開発が求められている。 
 
２．研究の目的 
 開発援助の対象は多岐に渡るが、本研究で
は、貧困削減を目的とする開発援助プロジェ
クトを対象とした。開発援助の現場は開発が
進んでいない社会であり、先進国社会で実施
されているような精密なサーベイ調査を行
なうのは困難であった。そのため、社会情報
の収集は、インフォーマントへの聞き取り、
現地訪問による観察といった質的方法によ
ってなされていた。質問紙調査が行なわれる
こともあったが、一般にその精度は高いとは
言えなかった。しかし、戦後 50 年以上が経
過し、途上国もばらつきはあるが一定以上の
発展をとげ、先進国社会とは異なる様相をも
った独特の近代型社会が出現し始め、独自の
都市的生活様式、あるいは少なくとも非伝統
的生活様式が見られるようになった。このよ
うなタイプの社会に適した社会調査法の開
発の可能性を検討する。 
 本研究では広義の社会調査が、どのように
行われ、プロジェクトの目的にどのように貢
献し、今後、社会調査をより開発援助の現場
で活用するためにどんな点を改善すべきか
を明らかにし、これまで日本の社会学がほと
んど対応していなかった開発援助における
社会調査実施モデルの開発を行うことを目
的とする。 
 開発援助は様々な国、国際機関、NGO が行
っているが、本研究では日本の政府開発援助
（ODA）中で JICA が実施した開発援助プロジ
ェクトを対象として研究を行う。援助分野と
しては社会調査の必要度が大きく、実際に多
数の社会調査が行われている「貧困削減を目
的とする開発援助プロジェクト」をとりあげ
る。その中で、ここ 10 年間で計画・実施・
完了し成果を上げた３つの著名な貧困削減
を目的とするプロジェクト、すなわちインド
ネシアのスラウェシの村落開発、フィリピン
のセブＳＥＥＤ（シード）プロジェクト、バ
ングラデシュの農村開発プロジェクトを選
んだ。 
 この３つのプロジェクトにおける社会調
査の実態を社会学の視点で明らかにし、開発
援助における開発社会調査の実施モデルの
提言を行いたい。研究対象とするプロジェク
トはいずれも１サイクルの活動（第１フェー
ズ）を終了し、目下フォローアップないし第
２フェーズの段階にある。完全に終了したプ
ロジェクトではないため JICA 本部に担当者
がおり現地に事務所もあるため、詳しい報告
書や資料の利用が可能である。 
 研究組織を構成する研究者３名は上記３

つのプロジェクトに関して詳しい知識と現
地経験を持っている。研究協力者の３名はい
ずれも開発援助プロジェクトや開発途上国
における社会開発研究の経歴を持つ。 
 
３．研究の方法 
 研究は研究代表者、研究分担者２名、研究
協力者３名の合計６人の協力のもとにチー
ムを組んで行う。研究のメインテーマは「貧
困削減を目的とする開発援助プロジェクト」
の企画、実施、モニタリング、評価に社会調
査がどのように貢献したかをフィールドワ
ークを通じて明らかにすることである。さら
に各研究者、研究分担者はメインテーマとの
関連が深いサブテーマの視点で個別的研究
を行う。プロジェクト評価法を除き、個別テ
ーマはいずれも貧困削減を目的とする日常
的なプロジェクト活動と密接な関係を持つ。
プロジェクト評価はプロジェクトの効果的
な運営と成果の確認に不可欠であり、社会調
査が重要な役割を持つ研究テーマである。 
 
４．研究成果 
(1)貧困削減を目的とする開発援助プロジェ
クトにおいては、事業実施のプロセスの各段
階において様々な社会調査が実施される。 
 
（図）プロジェクト業務と社会調査 
＜業務＞  ＜社会調査の目的＞ 
開発調査   案件発掘 
 ↓ 
調査団派遣  事業可否判断  
 ↓ 
案件採択   事業内容の確認 
 ↓ 
案件実施   実施状況の確認 
 ↓ 
中間評価   運営修正に必要な情報収集 
 ↓ 
終了時評価  実績評価に必要な情報収集 
 ↓ 
案件の終了   
 ↓ 
事後評価   事業評価と教訓情報収集 
 
 このプロセスのうち、案件発掘から終了ま
で（通常３〜５年程度）はＯＤＡの場合、税
金による公共事業の形で官僚制的組織によ
り実施される。行政事業の形で行なわれるた
め、一旦開始されると途中で外部の研究者が
介入することは困難である。プロジェクトの
当事者の場合、その任務は計画に従ってプロ
ジェクトを遂行することであるから計画の
変更や見直しに調査結果を活用することは
難しい。 
 したがって、プロジェクト終了後の事後評
価に役立つ情報の収集と分析を行なう社会



 

 

調査と、援助プラン策定の基盤となる基礎的
な情報収集に役立つ社会調査の貢献が期待
される。現状では実務者側に社会調査の経験
知識が乏しいこともあり、初歩的な調査のみ
行なわれており、その報告書は基本的に業務
報告書であって学術的報告書の水準には達
していない。実務者に対する社会調査の教育
訓練も貢献に役立つであろう。ただし、実務
者が業務で行なう社会調査と研究者が学術
研究として行なう社会調査はそれぞれの特
徴を承知して活用すべきである。 
 
(2)既存の社会調査法は先進国社会を念頭に
おいたものなので途上国社会の現状に合わ
ない部分がある。多民族社会、多文化社会、
極度な貧困格差社会、強固な伝統社会と疑似
近代化都市化社会の複合社会、移民労働者と
定住者の混住社会などの特徴をもった途上
国社会は日本の社会調査専門家にとって新
しい領域である。 
 調査の企画発注や実施の多くはプロジェ
クトの実務者が行なっているが、基礎訓練を
受けた者が少ないため一部で重大なミスが
見られる。また、既存の社会調査法は学術研
究目的に開発されており、実践支援、プロジ
ェクト評価、政策立案目的に効果的ではない。
したがって、急速に発展しつつある途上国社
会分析に適し、かつ、貧困削減のような社会
開発支援の実務に貢献できるような社会調
査の手法の開発が必要である。 
 
(3)開発援助プロジェクトの評価は DAC 評価
５項目に沿って行なわれる通例である。DAC
評価５項目とは 1991 年に経済協力開発機構
（OECD）の開発援助委員会（DAC）が発表し
た「DAC 評価原則」の中で提唱された、援助
事業に対する５つの評価項目（Relevance；
妥当性、Effectiveness；目標達成度、
Efficiency；効率性、Impact；波及効果、
Sustainability；自立発展性）である。援助
は、妥当であったか、目標が達成されたか、
効率的であったか、波及効果はあったか、持
続的に発展する見込みがあるか、という視点
で評価される。社会学的に見ると Impact と
Sustainability が重要である。これはある社
会変動を意図した社会政策が持続的な変化
を対象社会にもたらすような形で制度化さ
れているか、という観点で分析が可能である。 
 したがって、開発援助の社会学的分析は制
度化論、あるいは社会変動論の実証研究とし
て扱うのが適切と思われる。本研究では３つ
のプロジェクトにおいて制度化の実証研究
を行ない、制度化の条件を分析した。多種多
様な外部条件、内部条件が輻輳しており、地
域的、文化的、歴史的、政治的条件も互いに
大きく異なるため一般化は簡単ではなかっ
たが、本研究終了時において、基本的な分析

モデルの提示を行なうことができた。 
 
(4)フィールドワークを踏まえた実証研究の
報告。上記の３つのプロジェクト以外にも補
助的に他の援助事業も研究対象とした。 
 
①Ａプロジェクトでは、カウンターパートで
ある地方政府の政権交代とともに政策の優
先順位が変わり、地方政府レベルでは JICA
のプロジェクトの継続が打ち切られた例が
あった。地方自治体レベルの個々のプロジェ
クトでは持続しているものもある。 
 
②Ｂプロジェクトではプロジェクト終了後、
地方政府に移管・法制化され、オリジナルの
計画が現地当事者により変更されつつ定着
した。原プロジェクトが想定していなかった
住民と行政の中間に位置する組織が形成さ
れ、開発援助事業の推進に寄与している。 
 
③Ｃプロジェクトでは第一フェーズで開発
した行政制度改革の仕組みを、本研究終了時
現在で、第２フェーズで広域に拡大中である。
この仕組みはボトムアップ型であって、欧米
系のトップダウン型の援助モデルと異なる
特徴を持っており、援助の世界で注目されて
いる。 
 
④Ｄプロジェクトでは終了後も女性グルー
プが活発な活動を続けていたが、行政側の対
応により活動に差が見られた。 
 
⑤Ｅプロジェクトでは現地スタッフが能力
を向上させ、親プロジェクト撤退後も様々な
活動を継続していた。 
 
⑥社会調査の実質的な担い手である開発コ
ンサルタントの業務分析を行なった。 
 
⑦JICA のみならず、他の援助機関や外国の大
学研究者の調査研究活動と実績に関して調
査研究を行なった（KOICA、UNDP、WB、フィ
リピン・アテネオ大学、サンカルロス大学、
タイ・AIT、バングラデシュ・ダッカ大学、
バングラデシュ農業大学）。 
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